
 

１ 令和６年５月の雇用失業情勢について 

（職業安定部職業安定課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 令和６年度第 1 回鹿児島地方最低賃金審議会の開催について 

（労働基準部 賃金室） 

 

 

 

３ 賃金引上げに「業務改善助成金」の活用を 

（雇用環境・均等室） 

 

 

 

４ 令和５年に調査した３分の２を超える事業場で法令違反 

（労働基準部 監督課） 

   

 

 

 

５ 令和６年度鹿児島労働安全衛生大会を開催。 

 （労働基準部 健康安全課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年７月５日に令和６年度第 1回鹿児島地方最低賃金審議会を開催します。 

賃金引上げ、設備投資と併せて中小企業・小規模事業者を応援します。 

有効求人数    40,490 人  対前月比  1.8％減少（２か月ぶりの減少） 

 

 有効求職者数   34,588 人   対前月比  1.7％増加（３か月ぶりの増加） 

 

 有効求人倍率    1.17 倍   前月比  0.04 ポイント減少 

 

※ 数値は季節調整値 

令和５年に立入調査を実施した１，３５１事業場の６７．０％で何らかの労働基

準関係法令（労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法など）の違反が認められま

した。 

 

全国安全週間（７月１日から７日まで）の行事の一環として、７月１日に「令和６

年度鹿児島労働安全衛生大会」を開催します。 

 



６ 労働局長が建設工事現場で合同安全パトロールを実施。 

 （労働基準部 健康安全課） 

 

 
全国安全週間（７／１～７／７）の取組の一環として、７月３日(水)に労働局長が鹿

児島３号東西道路シールドトンネル新設工事現場で合同安全パトロールを実施しま

す。 

 



鹿 児 島 労 働 局 職 業 安 定 部

職 業 安 定 課 長 右田 裕幸
地方労働市場情報官 桑畑 千恵子

℡． 099 ( 219 ) 8711

〇有効求人倍率の状況

・有効求人倍率（季節調整値） １．１７倍 前月より0.04ポイント減少（２か月ぶりの減少）

・全国では32番目。九州では、大分県、佐賀県、宮崎県、熊本県、長崎県に次ぎ、福岡県と同率で６番目。

・〔全国〕 有効求人倍率（季節調整値） １．２４倍 前月より0.02ポイント減少

・有効求人数（季節調整値） ４０，４９０人 前月より1.8％減少（２か月ぶりの減少）

・有効求職者数（季節調整値） ３４，５８８人 前月より1.7％増加（３か月ぶりの増加）

・就業地別有効求人倍率（季節調整値）１．２７倍 前月より0.04ポイント減少

※公表値としては、集計開始以降、継続的に「受理地別」（求人を受理したハローワークの所在地で求人数を集計）を使用。

「就業地別」は、求人票に記載された就業場所をもとに、実際に就業する就業地で求人数を集計し、算出したもの。

〇新規求人・求職の状況

・新規求人倍率（季節調整値） １．８６倍 前月より0.29ポイント減少（３か月ぶりの減少）

・新規求人数（原数値） １３，３７６人 前年同月より9.3％減少（２か月ぶりの減少）

主要産業の新規求人数（前年同月比）
増加した業種・・・・・医療・福祉（1.0％増）、

減少した業種・・・・・建設業（2.2％減）、製造業（25.5％減）、運輸・郵便業（0.9％減）、

卸売業・小売業（18.1％減）、宿泊業・飲食サービス業（1.7％減）、

サービス業（他に分類されないもの）（18.5％減）

・新規求職申込件数（原数値） ７，５６３人 前年同月より0.9％増加（５か月ぶりの増加）

鹿 児 島 労 働 局 発 表

令和６年６月２８日（金）

鹿児島の雇用失業情勢（令和６年５月分）の概要について

～有効求人倍率は、１．１７倍と、前月を0.04P下回った～

県内の雇用失業情勢は、求人が求職を上回っているものの、改善の動きにやや
弱さがみられる。物価上昇等が雇用に与える影響について、引き続き注視が必要。

Press Release

５月の概要



１. 求人倍率の推移(一般・ パート、年度平均は原数値、各月は季節調整値)

*５年12月以前の各月の季節調整値（下線部分）は季節調整値替済み

２. 求人の動き(一般・パート、原数値)

新規求人数が２か月ぶりに前年同月を下回り、有効求人数は１５か月連続で前年同月を下回った。
各月右欄は、前年同月比(％)
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令和６年４月以降の対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。

（注）令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成25年10月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分により表章したもの。
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全国 （新規）

本県（新規）

全国（有効)

本県（有効）

元
年度
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本県 1.33 1.12 1.30 1.34 1.20

全国 1.55 1.10 1.16 1.31 1.29
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本県 1.42 1.18 1.36 1.43 1.30
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1.32 1.31 1.30 1.30 1.29 1.29 1.27 1.27 1.27 1.26 1.28 1.26 1.24
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３１. 求職の動き(一般・パート、原数値）

新規求職申込件数が５か月ぶりに前年同月を上回り、有効求職者数は２か月連続で前年同月を上回った。

各月右欄は、前年同月比(％)

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち65歳以上

有効求職者数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

３２． 新規求職申込件数の態様別状況（一般・パートのうち常用、原数値 )

在職求職者、無業求職者が２か月連続で前年同月を上回った一方、離職求職者は４か月連続で前年同月を下回った。

各月右欄は、前年同月比(％)
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４. 就職の動き(一般・パート）

就職件数は、４４歳以下の年齢層で前年同月を下回った一方、４５歳以上の年齢層で前年同月を上回った。
各月右欄は、前年同月比(％)

就職件数

うち３４歳以下

うち５５歳以上

うち６5歳以上

５.正社員の求人・求職状況（原数値）

正社員有効求人倍率は、２か月連続で前年同月を上回った。

各月のうち右欄は、前年同月比(求人数、求職者数は％、その他はポイント)

（※）正社員有効求職者数・・・・パートを除く常用の有効求職者数（派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれている。）

６.令和６年度 鹿児島労働局 安定所別 有効求人倍率の推移（一般・パート、原数値）
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1.8

19,506 ▲ 0.6 ▲ 0.3

2.5 51.7% 1.9 52.6% 3.0

正社員有効求職者数（※） 19,390 1.8 19,171 0.7

有効求人数に占める割合

1.01

50.5%

21,606

▲ 1.5 20,087 20,187

20,901

全 国 1.02 0.01 1.04 ▲ 0.02

50.6% 2.0 49.2%

1.3

▲ 0.01 0.96 ▲ 0.02 0.94 ▲ 0.02

▲ 1.4 21,568 2.2

3.351.5% 1.2

1.04

正社員有効求人数 20,944 ▲ 3.2 21,654 ▲ 1.3

正社員有効求人倍率 1.08 ▲ 0.06 1.13 ▲ 0.02 0.021.11 0.00 1.07 0.03

新規求人数に占める割合 50.0% 2.0 51.2%46.1% 0.5 4.252.8%

▲ 3.7 7,491 ▲ 0.5 ▲ 3.17,604 8.5 6,8477,112

５月

▲ 2.5

令和５年度
( 月平均 ) ２月 ３月 ４月

正社員新規求人数 7,153

令和５年５月 1.23 1.56 0.89 1.14 1.22 1.03 0.92 1.04 0.79 1.33 1.26 1.03 1.14 1.17
６月 1.22 1.43 0.91 1.11 1.26 1.04 0.90 1.08 0.81 1.37 1.30 1.05 1.14 1.14
７月 1.22 1.39 0.93 1.19 1.31 1.08 0.94 1.10 0.87 1.38 1.27 1.10 1.16 1.15
８月 1.25 1.36 0.84 1.13 1.30 1.03 0.98 1.10 0.85 1.35 1.20 1.13 1.16 1.17
９月 1.23 1.69 0.85 1.06 1.32 1.01 0.95 1.15 0.92 1.48 1.22 1.11 1.22 1.16
10月 1.25 1.87 0.88 0.98 1.37 1.03 0.92 1.21 0.95 1.48 1.29 1.15 1.13 1.16
11月 1.25 2.07 0.87 1.06 1.46 1.09 0.88 1.21 0.99 1.52 1.25 1.22 1.17 1.19
12月 1.31 2.19 0.94 1.12 1.49 1.13 1.01 1.29 1.02 1.65 1.33 1.46 1.21 1.21

令和６年１月 1.30 2.02 0.93 1.11 1.48 1.17 1.05 1.23 1.01 1.37 1.30 1.42 1.23 1.28
２月 1.33 2.18 1.02 1.09 1.50 1.15 1.09 1.31 0.99 1.39 1.27 1.61 1.31 1.27
３月 1.28 1.98 0.99 1.05 1.38 1.11 0.97 1.26 0.93 1.33 1.23 1.35 1.20 1.30
４月 1.21 1.90 0.94 0.96 1.28 1.01 0.85 1.14 0.86 1.34 1.14 1.20 1.14 1.23
５月 1.12 1.74 0.86 0.95 1.28 0.97 0.80 1.11 0.84 1.26 1.04 1.06 1.09 1.08

局計名瀬 指宿国分 大口 加世田 伊集院 大隅 出水安定所 鹿児島 熊毛 川内 宮之城 鹿屋



〇新規求人数・・・・・・ ハローワークにおいて当該期間中に受け付けた求人数。

「前月から繰越された有効求人数」と当月の「新規求人数」の合計。

ハローワークにおいて当該期間中に新たに受け付けた求職申込の件数と、新たにハローワーク
インターネットサービスからオンライン登録を行った件数（オンライン登録者）の合計。

「前月から繰越された有効求職者数及び有効オンライン登録者」と当月の「新規求職申込件数」
の合計。

求職者数に対する求人数の割合。
求人を受理したハローワークが所在する地域ごとに集計した数値である受理地別求人倍率と、
実際に就業する地域ごとに集計した数値である就業地別求人倍率がある。

「新規求人数」÷「新規求職申込件数」（新規オンライン登録者を含む）。

「月間有効求人数」÷「月間有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。

「正社員の有効求人数」÷「パートを除く常用の有効求職者数」（月間オンライン登録者を含む）。
ただし、「パートを除く常用の有効求職者」には、派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、
厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。

１年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値。
求人数や求職数は、経済状況だけでなく、社会習慣等の季節的な理由によっても変化する。
そのため、季節変動を有する系列の分析を行う際には、季節的な理由による変動を排除する必要が
あり、この季節変動の除去を「季節調整」という。

毎年１回（１月分公表時に）季節調整値替えが行われ、過去の季節調整値は改訂される。

実際の数値（季節調整前の数値）。

ハローワークの有効求職者が、ハローワークの紹介により就職したことを確認した件数と、
オンライン登録者がハローワークインターネットサービスから自主的に応募し就職が確認された
件数の合計。

〇一 般・・・・・ パートタイム以外のものをいう。

パートタイムの略。１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の
所定労働時間に比べて短いものをいう。

雇用契約において雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているもの
（季節労働を除く）。

パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者をいう。

（注） ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに
来所せず、オンライン上で求職登録した求職者数や求職者がハローワークインターネットサービスの求人に
直接応募した就職件数等が含まれている。

⇒正社員有効求人倍率・・・・・

⇒新規求人倍率・・・・・

⇒有効求人倍率・・・・・

○求 人 倍 率 ・・・・・・

〈 用 語 の 解 説 〉

〇季節調整値・・・・・

〇有効求人数・・・・・・

〇新規求職申込件数・・・・・・

〇常 用・・・・・

〇パ ー ト・・・・・

〇原 数 値 ・・・・・

〇就 職 件 数 ・・・・・

〇正 社 員・・・・・

〇有効求職者数・・・・・・
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令和６年度鹿児島県最低賃金改正を諮問 

～令和６年度第１回鹿児島地方最低賃金審議会を開催～ 
 

 鹿児島労働局（局長 永野
な が の

 和則
かずのり

）は、令和６年７月５日に令和６年度第１回鹿児島地方

最低賃金審議会を開催します。 

 

１ 日時 令和６年７月５日（金）午前１０時～ 

 

２ 場所 鹿児島合同庁舎 第２会議室（３階）（電話：099-223-8278） 

     （所在地）鹿児島市山下町１３番２１号 

 

３ 主な議題 

（１） 令和６年度鹿児島地方最低賃金審議会の運営について 

（２） 令和６年度鹿児島県最低賃金改正諮問について 

（３） 鹿児島県最低賃金専門部会における最低賃金審議会令第６条第５項の適用について 

（４） 産業別最低賃金の改正に関する申出の意向表明について 

 

４ 取材 

（１） 取材申込者は、取材希望の旨を電話又はメールにより、７月１日（月）までにお申し

込みください。 

（２） 会議は公労使三者が揃って議論を行う場のみ公開の予定です。（公開の決定を冒頭で

行います。） 

（３） お申し込みいただいたご本人であることを確認させていただく場合がございますの

で、当日はご本人であることが分かるものをお持ちください。 

 

Press Release 

令和６年６月 21日（金） 
【照会先】 
鹿児島労働局労働基準部賃金室 

室    長  小城 太 
室長補佐  西野 健二 
（直通電話）099（223）8278 
E-mail 

chinginshitsu-kagoshimakyoku@mhlw.go.jp 



参考１

年度 Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

全国加重平均 665 668 673 687 703 713 730 737 749 764

鹿児島県
最低賃金額

606 608 611 619 627 630 642 647 654 665

引上げ額 1 2 3 8 8 3 12 5 7 11

目安額 示さず 2 2 6～7 7 示さず 10 1 4 10

年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ01 Ｒ02 Ｒ03 Ｒ04 Ｒ05

全国加重平均 780 798 823 848 874 901 902 930 961 1,004

鹿児島県
最低賃金額

678 694 715 737 761 790 793 821 853 897

引上げ額 13 16 21 22 24 29 3 28 32 44

目安額 13 16 21 22 23 26 示さず 28 30 39

605円
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Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ01 Ｒ02 Ｒ03 Ｒ04 Ｒ05

最低賃金と引上げ額の推移

目安額 引上げ額 全国加重平均 鹿児島県最低賃金額

全国加重平均

鹿児島県最低賃金額

665円

606円

目安額
引上げ額

1,004

897円



参考２ 

 

 

令和５年度 鹿児島地方最低賃金審議会日程（実績） 

 

〇 令和５年７月６日（木）  第１回本審 

  主な議題：鹿児島県最低賃金改正諮問 

 

〇 令和５年８月２日（水） 第２回本審 

  主な議題：中央最低賃金審議会の目安審議経過 

 

〇 令和５年８月１０日（木）  第３回本審 

  主な議題：鹿児島県最低賃金改正答申 

 

〇 令和５年８月２８日（月） 第４回本審 

  主な議題：鹿児島県最低賃金改正決定（答申）に対する異議申し出 



 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

 

 

 

賃金引上げに「業務改善助成金」の活用を 

～ 賃金引上げ、設備投資と併せて中小企業・小規模事業者を応援します ～ 

 

「業務改善助成金」は、賃金引上げに際しての負担を軽減することにより、最低賃金の引上げに

向けた環境整備を図ることを目的としています。「事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）」

を一定額以上引き上げるとともに、生産性向上につながる設備投資、コンサルティング、人材育成・

教育訓練などを行った場合に、その費用の一部を助成します。 

鹿児島県最低賃金（現在、時間額 897 円）は、毎年 10 月上旬を目途に見直しが行われていま

す。事業場内最低賃金の引上げをご検討されている場合は、お早めに「業務改善助成金」をご活

用ください。 

１ 対象となる事業場 

 （１）中小企業・小規模事業者であること 

 （２）地域別最低賃金と事業場内最低賃金の差額が 50 円以内であること 

  ※ 鹿児島県内の事業場の場合、事業場内最低賃金が「897 円から 947 円」の範囲内に

ある事業場が対象です。 

２ 助成対象となる取組 

 （１）賃金引上げ計画を策定すること 

  ※ 取組を行う前に、鹿児島労働局に交付申請を行い、計画の認定（交付決定）を受ける

必要があります。 

  ※ 交付申請後であれば、賃金引上げ計画に基づき、賃金の引上げを実施することができ

ます。 

 （２）交付決定後に、生産性向上、労働能率の増進に資する設備投資等を行い、その費用を

支出すること 

３ 助成上限額 

  事業場規模、賃金引上げ額、賃金引上げ人数等により、30 万円～600 万円 

４ 申請期限 

  令和６年１２月２７日（金） 

  ※ ただし、予算の範囲内で交付するため、申請期限よりも前に受付を終了する場合があり 

ます。 

＜業務改善助成金の詳細はこちら＞ 

※鹿児島労働局 HP に交付要綱・要領、各種様式のほか、 

申請お役立ちツールなども掲載していますので、ぜひご活用ください。 

 

Press Release 

令和６年６月２８日（金） 

【照会先】 

鹿児島労働局雇用環境・均等室 

 雇用環境改善・均等推進監理官  鏡園 哲生 

 室 長 補 佐  柿薗 勝哉 



令和６年度業務改善助成金のご案内

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を30円以上引き上げ、生産性向

上に資する設備投資等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する制度です。

申請期限：令和６年12月27日
（事業完了期限：令和７年１月31日）

事業場内最低賃金

の引き上げ計画

設備投資等の計画
機械設備導入､コンサルティン

グ､人材育成･教育訓練など

業務改善助成金を支給

（最大600万円）

業務改善助成金とは？

対象となる設備投資など

助成上限額や助成率などの

詳細は中面をチェック！

助成対象事業場における、生産性向上に資する設備投資等が助成の対象となります。

また、一部の事業者については、助成対象となる経費が拡充されます。

経 費 区 分 対 象 経 費 の 例

機器・設備の導入
• POSレジシステム導入による在庫管理の短縮
• リフト付き特殊車両の導入による送迎時間の短縮

経営コンサルティング 国家資格者による、顧客回転率の向上を目的とした業務フロー見直し

その他 顧客管理情報のシステム化

対象事業者・申請の単位

※ 事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立てて申請いただき、交付決定後に計画どおりに事業を進め、事

業の結果を報告いただくことにより、設備投資等にかかった費用の一部が助成金として支給されます。

• 中小企業・小規模事業者であること

• 事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内であること

• 解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと

以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ計画と設備投資等の計画を立て、

（工場や事務所などの労働者がいる）事業場ごとに申請いただきます。

申請の流れや注意事項は

裏面をチェック！

助成対象経費の具体例について、詳しくは、リーフレット中面（生産性向上のヒント集）をご覧ください。

別々に

申請

助成金額の計算方法

助成される金額は、生産性向上に資する設備投資等にかかった費用に一定の助成率をかけた金額と

助成上限額とを比較し、いずれか安い方の金額となります。

＜例＞

○事業場内最低賃金が898円

→助成率9/10

○8人の労働者を988円まで引上げ（90円コース）

→助成上限額450万円

○設備投資などの額は600万円

540万円
(＝600万円×9/10)

450万円
(＝助成上限額)

＞

450万円が支給されます。

（設備投資費用×助成率） （90円コースの助成上限額）

工場A 事務所B

計画の承認
と実施



助成上限額・助成率

コース

区分

事業場内

最低賃金の

引き上げ額

引き上げる

労働者数

助成上限額

右記以外

の事業者

事業場規模

30人未満の

事業者

30円
コース

30円以上

１人 3 0 万円 6 0万円

２～３人 5 0 万 円 9 0万 円

４～６人 7 0 万 円 1 0 0万 円

７人以上 1 0 0 万 円 1 2 0万 円

10人以上※ 1 2 0 万 円 1 3 0万 円

45円
コース

45円以上

１人 4 5 万円 8 0万円

２～３人 7 0 万 円 1 1 0万 円

４～６人 1 0 0 万 円 1 4 0万 円

７人以上 1 5 0 万 円 1 6 0万 円

10人以上※ 1 8 0 万 円 1 8 0 万 円

60円
コース

60円以上

１人 6 0 万円 1 1 0万円

２～３人 9 0 万 円 1 6 0万 円

４～６人 1 5 0 万 円 1 9 0万 円

７人以上 2 3 0 万 円 2 3 0 万 円

10人以上※ 3 0 0 万 円 3 0 0 万 円

90円
コース

90円以上

１人 9 0 万 円 1 7 0万 円

２～３人 1 5 0 万 円 2 4 0万 円

４～６人 2 7 0 万 円 2 9 0万 円

７人以上 4 5 0 万 円 4 5 0 万 円

10人以上※ 6 0 0 万 円 6 0 0 万 円

助成上限額

900円未満 9/10

900円以上
950円未満

４/５(9/10)

950円以上 ３/４(4/5)

（ ）内は生産性要件を満たした事業場の場合

※ 10人以上の上限額区分は、特例事業者が、10人以上の労働者の賃金を引き上げる

場合に対象になります。

▶ 事業場内最低賃金である労働者

▶ 事業場内最低賃金である労働者の賃金を引き上げることにより、賃金額が追い抜かれる労働者

が「引き上げる労働者」に算入されます。

（ただし、いずれも申請コースと同額以上賃金を引き上げる必要があります。）

＜例：事業場内最低賃金950円の事業場で30円コースを申請する場合＞

Ａ：事業場内最低賃金である労働者なので、「引き上げる労働者」に算入可

Ｂ：申請コース以上賃金を引き上げていないので、算入不可

Ｃ：Ａに賃金額が追い抜かれる労働者であり、かつ、申請コース以上賃金を引き上

げているので、算入可

Ｄ：既に引上げ後の事業場内最低賃金以上なので、算入不可

助成率

「引き上げる労働者数」の数え方

①
賃金
要件

申請事業場の事業場内最低賃金が950
円未満である事業者

②
物価
高騰等
要件

原材料費の高騰など社会的・経済的環

境の変化等の外的要因により、申請前

３か月間のうち任意の１か月の利益率

が前年同月に比べ３％ポイント※以上

低下している事業者

特例事業者

※「％ポイント（パーセントポイント）」とは、パーセ

ントで表された２つの数値の差を表す単位です。

以下の要件に当てはまる場合が特例事業者と
なります。なお、②に該当する場合は、助成
対象経費の拡充も受けられます。

＜事業場内最低賃金とは？＞

事業場で最も低い時間給を指します。

（ただし、業務改善助成金では、雇入

れ後３か月を経過した労働者の事業場

内最低賃金を引き上げていただく必要

があります。）

事業場内最低賃金の計算方法は、地域

別最低賃金（国が例年10月頃に改定す

る都道府県単位の最低賃金額）と同様、

最低賃金法第４条及び最低賃金法施行

規則第１条又は第２条の規定に基づい

て算定されます。

ご不明点があれば、管轄の労働局雇用

環境・均等部室または賃金課室までお

尋ねください。

物価高騰等要件に該当する事業者は、一定の
自動車の導入やパソコン等の新規導入が認め
られる場合がございます。詳しくはP3の
「助成対象経費の特例」をご覧ください。



賃金引き上げに当たっての注意点

助成対象経費の具体例

助成対象経費の具体例は、「生産性向上のヒント集」や厚生労働省ウェブサイトに掲載されています。

生産性向上のヒント集 検 索

• 地域別最低賃金の発効に対応して事業場内最低賃金を引き上げる場合、発効日の前日までに引き上げて
いただく必要があります。

• 引き上げ後の事業場内最低賃金額と同額を就業規則等に定めていただく必要がございます。
• 令和６年度より、複数回に分けての事業場内最低賃金の引上げは認められなくなりましたので、ご注意
ください。

（例）10月1日に新しい地域別最低賃金（1,000円→1,050円）が発効される場合

発効日の前日（9月30日）までに事

業場内最低賃金の引き上げ（1,005

円→1,050円）を完了（※）

発効日の当日（10月１日）に

事業場内最低賃金の引き上げ

（1,005円→1,050円）を実施
対象外対象！

助成対象経費の特例

特例事業者のうち、②物価高騰等要件に該当する場合、通常は、助成対象となる生産性向上に資する設

備投資等として認められていないパソコン等や一部の自動車も助成対象となります（パソコン等は新規

導入に限ります）。

助 成 対 象 経 費
一般
事業者

特例事業者
（②のみ）

生産性向上に資する設備投資等 〇 〇

生産性向上に資する設備投資等のうち、

• 定員７人以上または車両本体価格200万円以下の乗用自動車や貨物自動車

• PC、スマホ、タブレット等の端末と周辺機器の新規導入

× 〇

※ 併せて、就業規則等に事業場内最低賃金が1,050円である

旨、定めていただく必要があります。



注意事項・お問い合わせ等

業務改善助成金 検 索

• 過去に業務改善助成金を活用した事業者も助成対象となります。

• 予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

• 交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は助成の対象となりません。

• 必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。

（参考）働き方改革推進支援資金

日本政策金融公庫では、事業場内最低

賃金の引き上げに取り組む方に、設備

資金や運転資金の融資を行っています。

詳しくは、事業場がある都道府県の日

本政策金融公庫の窓口にお問い合わせ

ください。

日本政策金融公庫
店舗検索

（R６.３）

交付申請書等の提出先は管轄の都道府県労働局 雇用環境・均等部（室）です

• 生産量要件や関連する経費が終了しました。

• 事業完了期限が、2025（令和７）年１月31日※になりました。

※やむを得ない事由がある場合は、理由書の提出により、2025（令和７）年３月31日とできる場合がございます。

• 令和６年度から同一事業場の申請は年１回までとなりました。

助成金支給の流れ

事業場所在地を管轄する都道府県労働局に対し、所定の様式で交付申請を行っていただきます。

労働局による申請内容の審査を経て交付決定がなされたら、申請内容に沿って事業を実施してください。

事業完了後、労働局に事業実績報告と助成金支給申請を行っていただくと、労働局による報告内容の審

査を経て、助成金が支給されます。

注意事項

令和５年度からの主な変更点

参考ウェブサイト

• 厚生労働省ウェブサイト「業務改善助成金」

最新の要綱・要領やQ&A（「生産性向上のヒント集」）、

申請書作成ツールや業務改善助成金の活用事例集などを掲載しています。

• 最低賃金特設サイト

全国の地域別最低賃金や中小企業支援事業について掲載しているほか、

サイト内の「賃金引き上げ特設ページ」では、賃金引き上げに向けた取

組事例などを紹介しています。

お問い合わせ

最低賃金特設サイト 検 索

業務改善助成金についてご不明な点は、業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください

電話番号：0120-366-440（受付時間 平日 8:30～17:15）

交付申請

交付申請書・事業実施

計画書等を

都道府県労働局に提出

交付決定

交付申請書等を

審査の上、通知

事業の実施

申請内容に沿って

事業を実施

（賃金の引き上げ、設備の

導入、代金の支払）

事業実績報告

労働局に事業実績報告

書等と助成金支給申請

書を提出

交付額確定と助成金支払い

事業実績報告書等を審査し、

適正と認められれば交付額の確定

と助成金の支払いを実施

助成金受領

ここで助成金が

振り込まれます



引上額
（コース）

引上人数

45円 3人 オフセット草刈り機 801

90円 2人 フォークリフト 1,432

建設業 45円 1人 土木積算ソフト 800

30円 6人 ラベルプリンター 962

30円 7人 産業用インクジェットプリンター 1,200

運輸業・郵便業 90円 1人 ４ｔフォークリフト 1,513

45円 7人 真空包装機 1,512

60円 16人 POSレジシステム 2,269

90円 1人 食器洗浄機 1,242

30円 14人 テーブルオーダーシステム 1,079

30円 1人 スーパーフリーザー 570

60円 6人 立体包装機 1,659

30円 12人 POSレジシステム 1,300

45円 12人 急速冷凍機 1,800

45円 26人 トラクター 1,800

45円 2人 送迎用福祉車両 1,100

令和５年度 業務改善助成金活用事例

医療・福祉

製造業

卸売・小売業

宿泊業・飲食サービス業

生活関連サービス業・娯楽業

農業

業種
事業場内最低賃金の

生産性向上のための導入機器等
交付額
(千円）
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令和５年に調査した 3 分の 2 を超える事業場で法令違反 
～5 年連続 6 割を超える違反率～ 

 

鹿児島労働局（局長 永野 和則）は、令和５年に、管内の労働基準監督署（鹿児島､川内､

鹿屋､加治木､名瀬）が実施した立入調査※１の結果を取りまとめましたので、公表します。 

【令和５年の立入調査結果(概要)】 

○ 立入調査を実施した 1,351 事業場の 67.0％で何らかの労働基準関係法令（労働基

準法、最低賃金法、労働安全衛生法など）の違反が認められました。【図 1】 

○ 主要事項としては、 

・ 安全基準（危険な作業、危険な機械の使用など） 337 件 （37.2％） 

・ 労働時間関係（36 協定のない時間外・休日労働など） 208 件 （23.0％） 

・ 割増賃金（賃金不払残業など） 176 件 （19.4％） 

の違反が多く認められました。【図 2】 

○ 主な業種別では、運輸交通業 72.2％、農林業 70.6％、保健衛生業 69.6％、製造業

69.2％、商業 68.4％、建設業 62.5％などとなっています。【図３】 

○ 使用停止等命令※２などの行政処分を 65 件行いました。【図 4】 

○ 重大・悪質な法違反があったとして、５件（労働安全衛生法違反事件４件、告発 1

件）を鹿児島地方検察庁に書類送検※3 しました。【表 2】 

鹿児島労働局内の各労働基準監督署（以下「監督署」といいます。）では、管内状況や監

督署に寄せられる情報などから、労働時間、賃金支払い等の労務管理や安全衛生管理等の

労働基準関係法令※２上の問題が認められる事業場に対して立入調査を実施し、働く方が安

心して安全に、そして健康で働ける労働環境を確保していきます。 

このほか、監督署においては、働き方改革関連法の施行に伴い、時間外労働の上限規制

を始めとした改正労働基準法の周知等のために、立入調査とは別に「労働時間相談・支援
※4」活動も行っております。令和５年は５つの監督署において、支援を希望された 207 事

業場を個別訪問し、時間外労働の上限規制の対応などについてのご相談を承ったほか、資

料を基に説明を行いました。この「労働時間相談・支援※4」は立入調査ではありませんの

で、希望される事業場がありましたら、お気軽に最寄りの監督署にお問い合わせください。 

Press Release 

令和６年６月 28 日（金） 

【照会先】 

鹿児島労働局労働基準部監督課 

監  督  課  長   鈴木 正臣 

主任監察監督官  秋山 芳徳 

（電話 099-223-8277） 



 

 

【用語説明】 

※1「立入調査」 

労働基準監督官は労働基準法第 101 条などの規定に基づき、事業場等を訪問し

て、関係書類や機械・設備などを確認したり、関係者から聞き取りを行うなどして

法定労働条件が守られているか確認を行っています。（「監督指導」とも言います。） 

管内状況や労働基準監督署に寄せられる情報などに基づいて計画的に立入調査を

実施しています。また、労働災害の発生を契機として実施したりもしています。 

また、立入調査の結果、法令違反が認められた場合には、その事項を改善するよ

う是正を勧告します。（行政指導） 

 

※2「使用停止等命令」 

労働基準監督官の立入調査の結果、施設や設備等が定められた安全衛生基準に違

反し、労働者に窮迫した危険が生じる場合等において、その使用や作業の停止、変

更その他必要な事項を命ずる行政処分です。（労働基準法第 96 条の 3、労働安全衛

生法第 98 条） 

 

※3「書類送検」 

法違反が是正されない場合や法違反が度重なる場合、法違反を原因として重大な

労働災害を発生させた場合などに、司法警察権限を行使し、検察庁に書類送検して

います。（労基法第 102 条、安衛法第 92 条など） 

 

※4「労働時間相談・支援」 

「働き方改革」に取り組みたい中小企業・小規模事業者に対して、各労働基準監

督署の「労働時間相談・支援班」が事業場を訪問して、改正労働基準法の施行に関

する次のようなお悩みについて解決策を提案するなどしています。 

【相談例】 

・ 時間外・休日労働協定（36 協定）の作り方や手続きを教えてほしい 

・ 労働時間を短くするいい制度がないか教えてほしい 

・ 上限規制に対応した労働時間管理について、やり方を教えてほしい 

・ 助成金を活用して就業環境を良くしたいので、どのような助成金があるか教

えてほしい 

 

 

  

「労働時間相談・支援」は、改正労働基準法の施行に関する周知を目的に、

事業場からの相談に対してきめ細やかな相談・支援を行うもので、上記の立

入調査とは異なり、法定労働条件が守られているかを確認して、行政指導（是

正を勧告）することはありません。 



 

【令和５年の立入調査結果（詳細）】 

 

１ 立入調査の実施結果【図１】 

令和５年に立入調査（監督指導）を実施した 1,351 事業場のうち、67.0％（905 事業

場）で何らかの労働基準関係法令（労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法）の違反

が認められました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴  主要事項の違反状況【図２】 

労働基準法では労働時間（36 協定を届け出ずに時間外労働・休日労働を行わせてい

るなど）208 件（23.0％）、労働安全衛生法では安全基準（危険な作業を行わせたり、

危険な機械を使用させているなど）337 件（37.2％）が最も多い違反事項でした。 
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図１．立入調査実施事業場数及び違反状況（過去5年）
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図２．主要事項の違反状況

23.0％ 

8.5％ 

19.4％ 

7.2％ 

6.1％ 

9.2％ 

11.0％ 

7.6％ 

※複数の違反がある事業場もあります 

37.2％ 

2.8％ 



 

主な法令違反の例（令和 5 年）【表１】 

【労働基準法関係】 

労働時間・休日 
 

労基法第 32 条・ 

第 35 条・第 40 条 

・時間外労働・休日労働に関する協定（36 協定）を締結し、それ

を労働基準監督署に届け出ることなく、法定労働時間を超えて、

又は法定休日に労働させている。 

・36 協定の限度時間を超えて、時間外労働を行わせている。 

割増賃金 

（ 労基法第 37 条 ） 

・時間外労働・休日労働・深夜労働に対し、法定の割増賃金を支払

っていない。 

・割増賃金の算定基礎に、資格手当や精皆勤手当を含めていない。 

労働条件の明示 

（ 労基法第 15 条 ） 

・労働契約を締結する際に、労働時間や賃金に関する事項を書面交

付により明示していない。 

・有期労働契約を締結する際に、契約更新の基準（更新の有無等）

を書面交付により明示していない。 

就業規則 

（ 労基法第 89 条 ） 

・常時 10 人以上の労働者を使用しているのに、就業規則を作成又

は変更した場合に労働基準監督署に届け出ていない。 

賃金台帳 

（ 労基法第 108 条 ） 

・賃金台帳に労働日数や時間外労働時間数を記入していない。 

・賃金台帳を３年間保存していない。 

 

【労働安全衛生法関係】 

安全基準 
 

安衛法第 20 条 

～第 25 条 

・機械の原動機や回転軸等の労働者に危険を及ぼすおそれのある

箇所に覆いを設けていない（使用停止等命令処分）。 

・高さが２メートル以上の高所で労働者に作業を行わせるにあた

り、手すり等の墜落防止措置を講じていない（使用停止等命令処

分）。 

健康診断 

（ 安衛法第 66 条 ） 

・常時使用する労働者に対し、１年以内ごとに１回、定期に健康診

断を実施していない。 

・有害物を取り扱ったり、高温等の特殊な環境下で業務に従事する

労働者に対し、特殊健康診断を実施していない。 

安全衛生管理体制 
 

安衛法第 10 条～第 12 条、

第 15 条、第 17 条～第 19 条 

 

・常時 50 人以上の労働者を使用しているのに、法定の管理者（安

全管理者、衛生管理者等）を選任していない。 

・常時 50 人以上の労働者を使用しているため、衛生委員会を設け

ているが、委員の構成が法に適合していない。 

定期自主検査 

（ 安衛法第 45 条 ） 

・フォークリフトや建設機械、移動式クレーン等の機械について、

１年以内ごとに１回、定期に自主検査を実施していない。 

特定元方事業者等 
 

安衛法第 30 条・ 

第 31 条 

・関係請負人（下請会社）の労働者に足場を使用させているのに、

足場の基準に適合する措置を講じていない。 

・関係請負人（下請会社）が入る現場において、作業間の連絡調整

が不十分であったり、作業場所の巡視が行われていない。 

 



 

⑵  業種別の違反状況【図３】 

業種別では、違反の割合が高い順に、運輸交通業 72.2％、農林業 70.6％、保健衛生

業 69.6％、製造業 69.2％、商業 68.4％、建設業 62.5％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 使用停止等命令処分【図４】 

機械等に巻き込まれ防止措置が施されていない場合や高所作業で墜落防止措置が施さ

れていない場合など危険性の高い機械・設備などに対して、その場で機械などの使用停

止・変更や作業の停止等を命ずる行政処分を行った件数は 65 件で、そのほとんどが建設

業（41 件）や製造業（17 件）の事業場におけるものでした。 
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図３．業種別の違反状況
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書類送検の結果（令和 5 年）【表２】 

 

No. 業 種 概   要 送検年月 

1 
その他の 

建設工事業 

鉄筋コンクリート造建物の解体工事現場における

墜落災害 
R５.２ 

2 
一般貨物自動

車運送業 
労働安全衛生法関係（告発） R５.３ 

3 その他林業 放置したかかり木が落下し労働者に激突したもの R５.７ 

4 機械修理業 機械の修理作業に対する危険防止措置義務違反 R５.11 

5 
建築設備工事

業 
労災かくし R５.11 
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令和６年度鹿児島労働安全衛生大会を開催 

 

 鹿児島労働局（局長 永野和則）は、全国安全週間（７月１日から７日まで）の行

事の一環として、７月１日に「令和６年度鹿児島労働安全衛生大会」を開催します。 

 この大会は、広く安全衛生意識の高揚と産業界における安全衛生管理活動の積極

的な展開の促進を図る目的で、鹿児島労働局が主唱し、労働災害防止団体等の主催

により開催されるものです。（資料１） 

 大会では、優良事業場の表彰式、特別講演が行われます。（資料２） 

 

令和６年度鹿児島労働安全衛生大会の概要 

 

日時 令和６年７月１日（月）13 時～ 

 

場所 川商ホール(鹿児島市民文化ホール) 第２ホール 

 

次第 安全衛生関係表彰式、挨拶、祝辞、特別講演等 

 特別講演 鹿児島の大雨を知り、情報で身を守る 

      ～激甚化する豪雨災害から命と暮らしを守るために～ 

  講師  鹿児島地方気象台 

リスクコミュニケーション推進官 奥松 和浩 氏 

 

  特別講演 ハラスメントを起こさない職場づくり 

       ～ハラスメントとは何か？～ 

   講師  僕には夢がある社労士事務所 代表 

          特定社会保険労務士 山内 卓弥 氏 

 

【添付資料】 

 

資料１ 令和６年度鹿児島労働安全衛生大会 開催要領 

 

資料２ 令和６年度鹿児島労働安全衛生大会 会次第 

担  

 

当  

鹿児島労働局労働基準部健康安全課 

  課  長 勝田 清人 

  課長補佐 壷屋 明 

（直通電話）099-223-8279 

Press Release 
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資料１ 

 

令和６年度 鹿児島労働安全衛生大会 開催要領 

 

１ 開催目的・趣旨 

   広く安全衛生意識の高揚と産業界における安全衛生管理活動の積極的な展開

の促進を図る目的で、下記により労使をはじめ関係者の参集する「鹿児島労働安

全衛生大会」を開催し、もって県内産業界における労働災害の防止と、労働安全

衛生水準の向上に寄与せんとするものである。 

 

２ 日 時 

      令和６年７月１日（月） １３：００～１６：２０ 

                  （開場 １２：００） 

 

３ 場 所 

      川商ホール（鹿児島市民文化ホール） 第２ホール 

      （鹿児島市与次郎２－３－１） 

 

４ 次 第 

      安全衛生関係表彰式、挨拶、祝辞、特別講演等 

 

５ 参加者  

      広く県内の労使ほか関係者 ５００人 

 

６ 関係者等 

      主唱 鹿児島労働局 

      主催 （公社）鹿児島県労働基準協会 

         建設業労働災害防止協会鹿児島県支部 

林業・木材製造業労働災害防止協会鹿児島県支部 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会鹿児島県支部 

港湾貨物運送事業労働災害防止協会鹿児島支部 

鹿児島県砕石協同組合連合会 

         （公社）建設荷役車両安全技術協会鹿児島県支部 

      共催 （独）労働者健康安全機構鹿児島産業保健総合支援センター 

（一社）日本ボイラ協会鹿児島支部 

協賛 （公社）鹿児島県医師会 

         （一社）日本労働安全衛生コンサルタント会鹿児島支部 

後援 鹿児島県、鹿児島市、南日本新聞社 



資料２ 

令和６年度 鹿児島労働安全衛生大会 

 

１ 日時  令和６年７月１日（月）１３：００～１６：２０ 

 

２ 場所  川商ホール（鹿児島市民文化ホール）第２ホール 

（鹿児島市与次郎２－３－１） 

 

３ 大会次第 

 （１）開場・受付開始・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２：００ 

（２）開会・黙祷・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３：００ 

 （３）開会の辞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３：０５ 

 （４）表彰式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３：１０ 

     鹿児島労働局長賞授与 

 （５）挨拶・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３：３０ 

   ① 大会会長 

   ② 鹿児島労働局長 

 （６）来賓祝辞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３：４５ 

   ① 鹿児島県知事 

   ② 鹿児島市長 

   ③ 鹿児島県経営者協会長 

   ④ 日本労働組合総連合会鹿児島県連合会長 

 （７）休憩（１５分）ストレッチ体操・・・・・・・・・・・・１４：０５ 

 （８）特別講演・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４：２０ 

     演題 鹿児島の大雨を知り、情報で身を守る 

        ～激甚化する豪雨災害から命と暮らしを守るために～ 

     講師 鹿児島地方気象台 

        リスクコミュニケーション推進官 

                 奥松 和浩（おくまつ かずひろ）氏 

 （９）特別講演・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５：１０ 

演題 ハラスメントを起こさない職場づくり 

   ～ハラスメントとは何か？～ 

     講師 僕には夢がある社労士事務所 代表 

        特定社会保険労務士 山内 卓弥（やまうち たくや）氏 

 （10）大会宣言・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６：１０ 

 （11）閉会の辞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６：１５ 

 （12）閉会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６：２０ 
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鹿 児 島 労 働 局 発 表 

令和６年６月 28 日 

 

 

 

 
 

労働局長が建設工事現場で合同安全パトロールを実施 

 鹿児島労働局（局長 永野 和則）は、全国安全週間（７月１日～７日）の取組

の一環として、建設工事発注機関、関係事業者団体及び災害防止団体等と連携して、

７月３日（水）に鹿児島市の鹿児島３号東西道路シールドトンネル新設工事現場で

合同安全パトロールを実施します。 

 また、７月は「ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン（資料３）」の重

点取組期間でもありますので、作業環境への配慮、水分・塩分の摂取、涼しい休憩

場所の確保などの徹底についても周知を図ります。 
１ 実施日時 

  令和６年７月３日（水）10 時～12 時（予定） 

 

２ 実施場所 

（１） 工事名 鹿児島３号東西道路シールドトンネル（下り線）新設工事 

（２） 施工者 大成・大豊特定建設工事共同企業体 

（３） 所在地 鹿児島市中洲通り地区 

   

３ 実施者 

  国土交通省九州地方整備局鹿児島国道事務所、鹿児島県、一般社団法人鹿児 

島県建設業協会、一般社団法人鹿児島県電設協会、建設業労働災害防止協会 

鹿児島県支部、安全衛生労使専門家会議、鹿児島労働局、鹿児島労働基準監 

督署 

 

４ パトロールのスケジュール等 

  別添「令和６年度全国安全週間 合同安全パトロール実施要綱（資料１）」参照 

 

５ 報道関係の皆様へ 

（１） 当日の現地取材を希望される場合は、前日の７月２日（火）までに健康安全課

（連絡先は上記担当のとおり）へご連絡ください。 

（２） 雨天時も実施しますが、台風、豪雨等の場合は、中止することがありますので、

申し込みの際に連絡先（携帯電話等）をお教えください。 

（３） 当日は、インフォメーションセンター（鹿児島市上荒田町 7-11 岩重ビル 1 階・

「作業所案内図（資料２）」参照）に９時 50 分までにお集まりください。 

（４） 各社で取材者全員分のヘルメットを持参してください。 

（５） 安全確保のため、あらかじめ現場内での取材範囲を設定させていただくことを

ご了承願います。また、インフォメーションセンターには、駐車場がないこと

から近隣のコインパーキング等をご利用ください。 

担  
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資料１ 

 

 令和６年度全国安全週間 合同安全パトロール実施要綱  

 

１ 趣旨 

   令和６年度の全国安全週間（７月１日～７日）にあたり、鹿児島労働局、建設工事

関係機関（発注機関）・団体（労働災害防止団体、事業者団体）による安全パトロー

ルを実施することにより、広く安全意識の高揚、安全活動の定着、管内事業場の安全

水準の向上を図る。 

 

２ 実施日時 

   令和６年７月３日（水） 10:00～12:00（予定） 

 

３ 実施場所 

   鹿児島市中洲通り地区 

 

４ スケジュール 

（１） 10:00～10:05 鹿児島労働局長挨拶 

（２） 10:05～10:15 作業所長現場概要説明 

（３） 10:15～11:30 パトロール 

（４） 11:30～12:00 講評         

 

５ 工事概要等 

（１） 施 工 者 大成・大豊特定建設工事共同企業体 

（２） 工 事 名 鹿児島３号東西道路シールドトンネル（下り線）新設工事 

（３） 所 在 地 鹿児島市中洲通り地区 

（４） 発 注 者 国土交通省 九州地方整備局 

（５） 工  期 令和２年３月 18日～令和６年６月 30日（延長予定） 

シールドトンネル掘進（令和５年 11月 27日～令和７年５月頃） 

（６） 工事概要 シールド工法によるトンネル（延長 2,319ｍ）の新設 

 

６ 安全パトロールにおける重点的な確認事項 

（１） 足場等からの墜落・転落防止対策の実施、墜落制止用器具の適切な使用 

（２） 職長、安全衛生責任者等に対する安全衛生教育の実施 

（３） 元方事業者による統括安全衛生管理、関係請負人に対する指導の実施 

（４） 建設工事の請負契約における適切な安全衛生経費の確保 

（５） 転倒災害防止対策の実施 

（６） 高年齢労働者に対する労働災害防止対策の実施 

（７） クレーン等、車両系建設機械等の労働災害防止対策の実施 

（８） 熱中症予防対策（ＳＴＯＰ！熱中症 クールワークキャンペーン）の実施 



資料２ 

 

作業所案内図 

 

 



【主唱】厚生労働省、中央労働災害防止協会、建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事
業労働災害防止協会、林業・木材製造業労働災害防止協会、一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会、一般社団法人全
国警備業協会 【協賛】公益社団法人日本保安用品協会、一般社団法人日本電気計測器工業会 【後援】農林水産省、国土交通省、
環境省、警察庁

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

（R６.５）厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

STOP！熱中症

準備期間（４月）にすべきこと
きちんと実施されているかを確認し、チェックしましょう

□ 労働衛生管理体制の確立 事業場ごとに熱中症予防管理者を選任し熱中症予防の
責任体制を確立

□ 暑さ指数の把握の準備 JIS規格に適合した暑さ指数計を準備し、点検

□ 作業計画の策定 暑さ指数に応じた休憩時間の確保、作業中止に関する
事項を含めた作業計画を策定

□ 設備対策の検討 暑さ指数低減のため簡易な屋根、通風または冷房設備、
散水設備の設置を検討

□ 休憩場所の確保の検討 冷房を備えた休憩場所や涼しい休憩場所の確保を検討

□ 服装の検討 透湿性と通気性の良い服装を準備、送風や送水により
身体を冷却する機能をもつ服の着用も検討

□ 緊急時の対応の事前確認 緊急時の対応を確認し、労働者に周知

□ 教育研修の実施 管理者、労働者に対する教育を実施

労働災害防止キャラクター

職場での熱中症により毎年約20人が亡くなり、
約８00人が4日以上仕事を休んでいます。

重点取組

準備 キャンペーン期間

キャンペーン
実施要項

katsudak
フリーテキスト
資料３



□ 暑さ指数の低減効果を再確認し、必要に応じ対策を追加
□ 暑さ指数に応じた作業の中断等を徹底
□ 水分、塩分を積極的に取らせ、その確認を徹底
□ 作業開始前の健康状態の確認を徹底、巡視頻度を増加
□ 熱中症のリスクが高まっていることを含め教育を実施
□ 体調不良の者に異常を認めたときは、躊躇することなく救急隊を要請

□ JIS規格に適合した暑さ指数計で暑さ指数を随時把握
地域を代表する一般的な暑さ指数（環境省）を参考とすることも有効

測定した暑さ指数に応じて以下の対策を徹底

STEP
1

STEP
2

キャンペーン期間（5月～9月）にすべきこと

□ 暑さ指数の低減 準備期間に検討した設備対策を実施

□ 休憩場所の整備 準備期間に検討した休憩場所を設置

□ 服装 準備期間に検討した服装を着用

□ 作業時間の短縮 作業計画に基づき、暑さ指数に応じた休憩、作業中止

□ 暑熱順化への対応 熱に慣らすため、7日以上かけて作業時間の調整
※新規入職者や休み明け労働者は別途調整することに注意

□ 水分・塩分の摂取 水分と塩分を定期的に摂取（水分等を携行させる等を考慮）

□ プレクーリング 作業開始前や休憩時間中に深部体温を低減

□ 健康診断結果に
基づく対応

次の疾病を持った方には医師等の意見を踏まえ配慮
①糖尿病、②高血圧症、③心疾患、④腎不全、⑤精神・神経
関係の疾患、⑥広範囲の皮膚疾患、⑦感冒、⑧下痢

□ 日常の健康管理 当日の朝食の未摂取、睡眠不足、前日の多量の飲酒が熱中症
の発症に影響を与えることを指導し、作業開始前に確認

□ 作業中の労働者の
健康状態の確認

巡視を頻繁に行い声をかける、「バディ」を組ませる等労働
者にお互いの健康状態を留意するよう指導

□ 異常時の措置

少しでも本人や周りが異変を感じたら、必ず一旦作業を離れ、
病院に搬送する（症状に応じて救急隊を要請）などを措置
※全身を濡らして送風することなどにより体温を低減
※一人きりにしない

暑さ指数の把握と評価

環境省
熱中症予防情報
サイト

重点取組期間（7月）にすべきこと



建設業における労働災害の推移
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死亡者数（人）

 死亡者数、休業４日以上の死傷者数ともに、長期的には減少傾向にあるものの、死亡者数は平成20年以降は10
人未満で推移し、休業４日以上の死傷者数はここ数年300人前後で推移している。死傷者数の全産業に占める割
合は、平成元年は26.9%であったが、令和５年は13.5％と半減している。

1

26.7％増加（平成21年比）

資料４



令和５年 労働災害発生状況（業種別）
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令和６年５月末 労働災害発生状況（業種別）
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業  種 被災時の職種 性別 年齢 経験年数 事故の型 起因物 災害の概況(速報による)

令和6年 2 月 建築工事業 鉄骨工 男 71 50年 墜落・転落 建築物・構築物

　車庫の新築工事現場で、被災者は屋根部分（高さ３．４
ｍ）まで組み立てられた鉄骨の塗装作業を１人で行ってい
た。14時20分頃、工事発注者の代表者が現場を訪れたとこ
ろ、建築中の車庫内のアスファルト地面に左顔面をつけ、
出血して側臥位の姿勢で倒れていた被災者を発見し、病院
へ搬送されたものの、約１時間後に死亡したもの。

令和6年 2 月 土木工事業 作業者 男 56 2年 激突され トラック

　事務所前に駐車した３ｔトラックと資材置場に駐車した２ｔト
ラックを入れ替えようと、被災者は３ｔトラックを運転して資材
置場に駐車後、２ｔトラックに乗り替えて資材置場内を運転
中、３ｔトラックが資材置場内のコンテナ方向に後退し始め
たため、運転中のトラックを降りて３ｔトラックの進行方向に
入って止めようとしたが止まらず、トラック後部とコンテナの
間に身体を挟まれたもの。

令和6年 4 月 土木工事業 運転者 男 61 12年 飛来・落下 木材、竹材

　造材されたスギ丸太をトラックで運搬するため、被災者及
び１次下請労働者１名がそれぞれフォワーダ及びプロセッ
サを用いて積み込み作業を行っていたところ、積み込みし
ていたスギ丸太（重量約270ｋｇ、長さ3.82ｍ）が被災者側に
落ちて負傷したもの。

令和6年 5 月 土木工事業 作業者 男 73 20年 転倒 掘削用機械

　災害復旧工事現場にて、被災者がクレーン機能付きドラ
グショベル（バケット容量0.14㎥）を操作して木製の型枠を吊
り上げた状態で運んでいたところ、傾斜約20度の下り斜面
でドラグショベルが前方に転倒し、被災者の頭部がドラグ
ショベルのヘッドガード支柱と地面に挟まれたもの。

発生年月


